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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 田名部 和義 議員

発言事項 ４ 教育行政について 

発言の要旨 市内小・中学校の老朽化対策について

質問内容 

下長小学校をはじめ老朽化が進行する小中学校が多く見受けられる中、老朽化

している学校施設の現状と、長寿命化に向けた今後の改修計画について伺いた

い。 

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長 

答弁内容（概要）

○現在、市内には小学校が 43校、中学校が 24 校あり、合計で 67 校あるが、昭

和 40年代から 50 年代にかけての児童・生徒の急増期に一斉に整備されたもの

が多く、築 30 年以上経過した施設は約７割、築 20年以上は約 9割と年々、老

朽化が進行している状況にある。 

○学校施設の老朽化に伴い、窓や扉の建具等の修繕、雨漏りに伴う屋根改修やト

イレ環境を改善するための全面的な大規模工事などを進めているが、学校数が

多く、一度に対応することは困難であるため、すべての要望に応えられない状

況にある。 

○このような状況の中、従来の手法で対応していくことは困難であることから、

学校施設の損傷や腐食などの劣化状況を的確に把握した上で、改修の優先順位

付けをした長寿命化計画を策定し、効果的・効率的に長寿命化を図ることが、

国から求められている。 

○当計画は、これまでの事後保全的な対応ではなく、築 20年ごとの計画的な改

修による予防保全的な対応を行い、構造躯体の 70年以上の使用を目指すもの

である。 

○当市においても、平成 32 年度までに当計画を策定することとしており、策定

後は当計画に基づき、学校施設の長寿命化を図り、教育環境の整備に取り組ん

で参りたい。 

担当課 教育総務課 
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資料（提出様式） 

◎再質問  

再質問の有無  ■ 有   □ 無 

質問内容（概要）

（その１） 

西白山台小学校と教育環境を比べた場合、格差があると思うが、教育環境の公

平性について、どのように考えるか。 

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長 

答弁内容（概要）

（その１） 

○下長小学校に限らず、市内の小中学校については、教育環境を整備する必要が

ある校舎が多数あること、また、議員御指摘のとおり、平成 29年度、新たに

開校した西白山台小学校と建築年数が古い学校とでは、教育環境に差があるこ

とは、教育長として認識している。 

○教育長としては、心身ともに著しく成長する義務教育の９年間を、できるだけ

快適な教育環境の下で送らせたいと思っており、今後も小中学校の教育環境の

整備に取り組んで参りたいと考えている。 

質問内容（概要）

（その２）

下長小学校は来年度に１教室増えると聞いており、先日、その教室を確認した

が、床タイルが老朽化し剥がれていた。床タイルの今後の対応について伺いたい。

答弁者

（その２）

 □ 市長  □ 教育長  ■ 部長

答弁内容（概要）

（その２）

○下長小学校では、来年度に特別支援教育のための教室が増えるため、安全性に

より一層配慮する必要があるものと思っており、床タイルへの対応について

は、新学期に合わせ今年度中に改修する予定で進めている。

質問内容（概要）

（その３）

下長小学校の教室の天井にペットボトルを差し、雨漏りを受けている状況にあ

るが、今後の対応について伺いたい。

答弁者

（その３）

 □ 市長  □ 教育長  ■ 部長

答弁内容（概要）

（その３）

○雨漏りについては、平成 15年度に校舎の屋上防水シート工事を実施しており、

現在も防水シートに損傷はないことから、原因として、外壁のひび割れ部分か

らの染み込みが考えられる。 

○このことから、平成 31年度に外壁改修工事を予定しており、良好な教育環境

の整備を図るため、できるだけ早急な対応に努めたいと考えている。

◎要望  

要望の有無  □ 有   ■ 無 

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 前澤 時廣 議員

発言事項 ５ 教育行政について

発言の要旨  （仮称）第二青潮小学校について

質問内容 これまでの経緯及び今後の取組と見通しについて伺いたい。

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長

答弁内容（概要）

○（仮称）第二青潮小学校建設については、平成 4年から平成 30 年までに湊高

台連合町内会等から 12回の要望を受けている。 

○平成 23 年 7 月 21 日に策定した「八戸市立小・中学校の適正配置に関する基

本方針と検討課題」には、湊高台地区への小学校建設及び湊小学校と青潮小

学校の統合について中期検討課題として位置付けている。 

○青潮小学校の児童数は、初めて要望をいただいた平成４年度は 767 人、基

本方針と検討課題を策定した平成 23 年度は 673 人、平成 30年度は 559 人

と減少傾向にある。 

○学級数についても、特別支援学級は増加傾向にあるが、通常学級は、平成

４年度が 21 学級、平成 23 年度は 20 学級、平成 30 年度は 18 学級と減少

している。 

○当市では、学校の分離新設にあたり、国庫補助対象の要件等から、「母体

校の通常学級が 31 学級以上であること」、「新設校の通常学級が 12 学級以

上となること」の２つの基準に該当する場合に具体的な検討を進めるとし

ている。 

○そのため、青潮小学校の分離新設について、単独で考えるのは大変難しい

状況である。 

○市教委としては、将来にわたり、子どもたちにとって望ましい教育環境を

確保するためには、より全市的な視点で検討していく必要があると考えて

いる。

担当課 学校教育課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）
 地域から毎年のように要望書も提出されてきたことから、政治決断をお願いし

たい。何とか予定地に小学校を建ててほしい。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名）  前澤 時廣 議員 

発言事項 ５ 教育行政について 

発言の要旨 （２）（仮称）新東地区給食センターの整備方針について 

質問内容 （仮称）新東地区給食センターの概要について伺いたい。 

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長 

答弁内容（概要）

○当市給食センターの整備については、平成 23年度に策定した「八戸市学校給

食基本計画」に基づき旧西センターと南郷センターとを統合建替えし、新西

センターとして平成 29年度より供用開始した。 

○北センターと東センターについても、経年による老朽化が著しく、応急的な修

繕をほどこしながら、給食の提供を続けている。 

○特に築 38 年の北センターは、全面的な施設改修が必要であるが、現在の敷地

内では、現行の「学校給食衛生管理基準」に適応した施設にすることは困難

であり、新たな建設用地を検討する必要がある。 

○当初の理念や方針等はそのまま引き継ぎながら、両センターの統合建替えを視

野に今後の給食センターの整備方針等を明確にするために、基本計画を更新

することにした。最短で５年後の、平成 35 年度の供用開始を目標に掲げてい

る。 

○計画の素案については、今後はパブリックコメントを実施したのち、教育委員

会定例会の議決を受け、５月までに策定する予定である。 

○その上で、新しい基本計画のもとに、庁内検討会議を立ち上げ、用地選定や

整備手法等について検討していきたい。 

担当課  学校教育課 

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無 

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長 

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無 

発言内容（概要）

・老朽化が著しい北センター及び東センターについては、一日も早く、西地区給

食センターのような、衛生管理基準に適応し、アレルギー対応室を備えた、新し

い施設を整備してほしい。 

・財政事情もあるが実現しなければならないと思うので、整備手法については、

従来方式等だけでなく、PFI 方式も是非検討し、公共工事の突破口にしてほしい。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 伊藤 圓子 議員 

発言事項 ３ 人口減少・少子化対策について 

発言の要旨 (3) 子育て支援策について 

質問内容 給食費や学用品費等、教育にかかる経済的負担への支援について伺いたい。 

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長 

答弁内容（概要）

○市教委では、教育費に関する経済的負担への支援として、就学援助を実施して

いる。 

〇就学援助は、経済的な理由で小中学校に就学することが困難と認められる児童

及び生徒の保護者に対し、就学に必要な学用品費などの一部や学校給食費を援

助するものである。 

〇当市の準要保護児童生徒の就学援助については、八戸市要保護及び準要保護児

童生徒就学援助費支給要綱に基づき実施しているものであり、就学援助の認定

における収入の基準額は、生活保護法による保護の基準額を算定の基礎として

いる。 

〇国は、平成 25 年８月に生活保護基準の見直しを行ったが、当市においては、

就学援助制度への影響が及ばないよう要綱を改正し、見直し以前の生活保護基

準を適用している。 

〇生活保護基準の基準額に 1.3 を乗じた額を上限として認定しているが、これ

は、県内でも大変手厚い要件となっており、より多くの方々が利用できる制度

となっている。 

〇認定者数の割合は、平成28年度末現在で17.3％、平成29年度末現在で17.5％、

平成 31 年２月現在で 17.6％と、ほぼ横ばいで推移している。 

〇就学援助制度については、小中学校を通じて保護者へお知らせを配布するな

ど、周知を図っている。 

〇今後も、各学校が子どもたちの様子を見ながら保護者に働きかけるなど、援助

を必要としている家庭が確実に援助を受けられるよう、各学校と連携しながら

周知に努めていく。 

担当課 学校教育課 

◎再質問 

再質問の有無  ■ 有   □ 無 

質問内容（概要）
・給食費を無償化できないか。 

・消費税増税により給食費も高くなるのか。 

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長 

答弁内容（概要）

・６月議会で答弁したとおり、給食費の完全無償化は財政面に与える影響が非常

に大きいため困難である。 

・食材料費は増税の対象外であることから、負担が大きくならないよう努力する。

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無 

発言内容（概要）
学校給食について無償化は無理としても、給食費がさらに高くならないよう努

力することを要望する。 
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 伊藤 圓子 議員

発言事項 ４ スマートフォン等の校内持ち込みについて

発言の要旨 (1) 原則禁止の見直し方針への所感について 

質問内容 原則禁止の見直し方針への所感を伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○議員御承知のとおり、先般、文科省が、携帯電話やスマートフォンの小・中学

校への持ち込みを原則禁止した通知を、見直す検討を始めると報道された。 

○当市においては、連合ＰＴＡ、小・中学校長会、教育委員会の連名で策定した

「インターネットトラブル防止のための３つの提言」において、児童生徒がト

ラブルに巻き込まれないようにするため、児童生徒に携帯電話やスマートフォ

ンを所持させないことを推奨し、これまでも、原則として、学校への持ち込み

を禁止している。 

○議員御指摘のとおり、携帯電話やスマートフォンは、連絡手段等として有効で

ある一方で、依存性やトラブル等の危険もはらんでおり、児童生徒が、携帯電

話やスマートフォンを所持することの必要性については、十分吟味しなければ

ならないと考える。 

○当市においても、ＳＮＳを介した誹謗中傷や画像データの流出等、児童生徒が

トラブルに巻き込まれる事案が発生しており、情報モラルに関する指導の充実

や、携帯電話やスマートフォンの利用について、家庭でのルールづくりを推進

することが、喫緊の課題である。 

○これらの現状に鑑みると、携帯電話やスマートフォンを学校へ持ち込むことを

許可した場合、校内での破損や盗難、画像や動画の無断撮影等によるトラブル

が危惧されるところである。 

○また、家庭の事情等により、所持できる児童生徒と所持できない児童生徒の間

に格差が生じることも予想される。 

○さらに、ＳＮＳを介したいじめ等の事案は、全国的に散見されるところであり、

携帯電話やスマートフォンの所持及び学校への持ち込みが、当市の掲げる「い

のちの教育」の根幹を揺るがしかねない事態につながることも、懸念している

ところである。 

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 伊藤 圓子 議員

発言事項 ４ スマートフォン等の校内持ち込みについて

発言の要旨 (2) 方針への対応と対策について 

質問内容 国の見直し方針への対応と対策について伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○市教委としては、従来どおり、児童生徒に携帯電話やスマートフォンを所持さ

せないことを推奨するとともに、学校への持ち込みは原則禁止とすることを堅

持する。 

○その上で、各学校において、児童生徒の発達の段階に応じた携帯電話やスマー

トフォンの適切な利用や、情報モラルを育てるための指導を充実させるよう指

導助言していく。 

○また、携帯電話やスマートフォンを介したトラブルから児童生徒を守るために

は、ルールづくり等、各家庭が基盤となった話合いや取組が重要であり、保護

者の意識を啓発することも必要であると考えている。 

○今後は、国からの通知や児童生徒の携帯電話やスマートフォンの活用状況等を

注視しながら、対応を慎重に検討していく。 

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  ■ 有   □ 無

質問内容（概要） 非常災害時にはどのような対応を考えているか。

答弁者  □ 市長  ■教育長  □ 部長

答弁内容（概要）
当市では「防災ノート」を活用して、学校や家庭で非常災害時の対応を話し合っ

ていただいている。

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）

スマートフォン等の校内持込について原則禁止を継続しつつ、保護者等と話し合

い、災害時に対応できるような方策を明確にしておくとともに、スマートフォン

の適切な使い方についての指導を続けることを要望する。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 冷水 保 議員

発言事項 ４ 教育行政について

発言の要旨 いじめ防止等に関する取り組みと課題及び課題に対する対応について 

質問内容 当市におけるいじめの現状と対策、課題について伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○全国的にいじめが原因と思われる痛ましい事案が発生しており、改めていじめ

に対する強い危機感をもっている。 

○文科省「平成 29年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関

する調査」によると、当市におけるいじめの認知件数は、全国や県と同様に、

増加傾向にある。 

○各学校においては、いじめ防止対策推進法が定めるいじめの定義に基づき、積

極的にいじめを認知していること、教職員や児童生徒・保護者のいじめに対す

る危機意識が高まっていることから、認知件数は増加していると考えられる。 

○市教委では、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、少年相談

センター、こども支援センターによる相談体制を整備するとともに、いじめの

問題に関する教職員研修や小・中学生がいじめ問題を主体的に考える対話集会

等を開催するなど、各学校を支援するための取組を進めている。 

○市内の小・中学校では、いじめ防止年間計画やいじめ対処マニュアルの策定等

により、校内指導体制を整備し、いじめの未然防止や早期発見・早期対応に努

めている。 

○さらに、児童生徒の日常的な観察やアンケート、教育相談に加えて、地域密着

型教育をとおした保護者や地域住民等との連携により、児童生徒の変化に気付

き、迅速に対応できる体制を整えている。 

○特に、いじめにつながる情報があった場合には、学校のいじめ対策組織を中心

に情報を共有し、当事者や保護者と面談をするなど、早急に対応している。 

○最近の傾向といたしましては、児童生徒がゲームやコミュニケーション等でイ

ンターネットを利用する機会が増えており、インターネットを通じたいじめや

トラブルが問題となっている。 

○各学校では、児童生徒がインターネット上のトラブルに巻き込まれないために

インターネット安全教室等を開催しており、市教委では、ネット情報モラル支

援事業により学校の取組を支援している。 

○学校においては、児童生徒の発達の段階に応じて情報モラル教育を推進するこ

と、各家庭においては、インターネットを利用する上でのルールづくりや保護

者の課題意識を高めることが重要となっている。 

○市教委としては、「子どもの命最優先」、「いじめは絶対に許さない」という認

識のもと、各学校と緊密に連携を図りながら、さらには保護者や地域住民、関

係機関等の力も借りながら、いじめの未然防止と早期発見・早期対応に向けて

引き続き、全力で取り組んでいく。  

○議員御提案の「ほんのりあったか運動」については、当市で取り組んでいる「地

域の子どもたちを地域で育てる」を理念とする「地域密着型教育」と共通する

ものと認識しており、引き続き、地域住民の皆様と共に、子どもたちを地域全

体で見守る体制の充実に努めていく。 

担当課 教育指導課
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資料（提出様式） 

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）

○ 学校と家庭、地域社会が一緒になって子どもを育てることが大切であり、例

えば「（仮称）ほんのりあったか運動」など、意識を高めていく取組に力を入

れてほしい。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 山名 文世 議員

発言事項 ２ 児童及び高齢者虐待について

発言の要旨 (2)文部科学省の児童虐待に関する緊急点検について 

質問内容
文科省が通知した「児童虐待が疑われる事案に係る緊急点検について」を受けて

の、市教委の対応について伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○平成 31年２月 14日付けで内閣府・文科省・厚労省から「児童虐待が疑われる

事案に係る緊急点検」の依頼を受け、現在、八戸市立小・中学校において、虐

待の恐れがある児童生徒の有無等について確認を行っている。 

○学校における点検は、平成 31 年２月１日から２月 14日の間に、一度も登校し

ていない児童生徒を対象としている。 

○各学校では、対象児童生徒について、学校の教職員、教育委員会職員、その他

関係機関のいずれかの職員等が面会することにより、虐待の恐れの有無を確認

し、３月８日までに市教委に報告することとなっている。 

○また、市教委では、本年度中の児童虐待の通告等に関して、保護者等から教育

委員会に対して不当な要求をされた事案の有無についても報告することとな

っている。 

○加えて、事案がある場合は、関係各課、児童相談所及び警察との情報共有の有

無についても、報告することとなっている。 

○現在、各学校において、児童生徒の状況を点検・確認中でありますが、これま

でのところ緊急を要する重大な事案についての報告は受けていない。 

○市教委としては、今後は、今回の点検結果について、学校、関係各課、児童相

談所及び警察等の関係機関と情報共有を図り、児童虐待の未然防止や早期発

見・早期対応に向けた取組を一層強化していく。 

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）
それぞれの部署・関係機関で継続して子どもの見守りの充実を図ってもらいた

い。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 中村 益則 議員

発言事項 ２ 教育行政について

発言の要旨
(1) 児童虐待について  

ア ＤＶの調査の必要性について 

質問内容 ＤＶの調査の必要性についての考えを伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○児童虐待は、子どもの人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に

重大な影響を与えるものであり、当市においても喫緊の課題であると認識して

いる。 

○児童虐待については、保護者や家庭の状況、育児や養育に関する悩みや不安、

子どもの特性等、様々な要因が潜んでおり、それらが複雑に絡み合っているケ

ースが多い状況である。 

○市内小・中学校では、児童虐待に特化した調査では無いが、生活全般に係るア

ンケート調査を定期的に実施し、児童虐待につながる情報の早期発見に努めて

いる。 

○さらに、日常の児童生徒の観察やアンケート結果を基にした二者面談、スクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーによる相談等により、児童生徒

の状況把握に努めている。 

○市教委としては、今後も各学校におけるアンケート調査や観察による情報収

集、情報共有、面談等の取組の充実を図り、早期発見・早期対応に努めていく。

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  ■ 有   □ 無

質問内容（概要） 〇 各学校における生活全般に係るアンケート調査への対応について伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

〇アンケート調査実施のねらいとしては、いじめや児童虐待等に係る子どもの悩

みや訴えを早期に発見することにある。

〇アンケート調査を基に、児童生徒、保護者に対する面談や家庭訪問の実施等、

教職員による組織的な早期対応に努めている。

〇アンケート調査の結果は、年間を通して活用し、児童生徒の継続的な指導に役

立てている。

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 中村 益則 議員

発言事項 ２ 教育行政について

発言の要旨
(1) 児童虐待について 

 イ 児童相談所との連携について 

質問内容
児童虐待に対する児童相談所と学校、教育委員会との連携の状況について伺い

たい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○学校において虐待及びその疑いのある児童生徒を発見した際の対応は、 

・一つ目として、速やかに児童相談所又は福祉事務所に通告すること 

・二つ目として、教育委員会との連絡や相談を密にするなど十分に連携を図る

こと 

・三つ目として、事案の対応にあたっては、管理職への報告や連絡・相談、教

職員間での情報共有を徹底するなど、学校として組織的な対応をすること 

としている。 

○さらに、関係機関への通告又は相談の後も、当該機関と連携し、児童生徒や家

庭に継続して必要な支援を行っている。 

○市教委では、年間数回にわたって開催する会議を通じて、これらのことを各校

に周知徹底しているが、その会議の際、八戸児童相談所や八戸警察署の職員か

ら、直接、具体的な情報提供や指導助言をいただいている。 

○また、虐待が疑われる情報があった場合には、学校や児童相談所をはじめとす

る関係機関等によるケース会議を開催し、児童生徒や家庭への対応・役割分担

について協議したうえで、必要な支援や働きかけを継続して行っている。 

○子どもを健やかに育てることはすべての市民の願いであり、大人の責務である

と考える。今後も学校や関係機関、関係各課等との連携の強化に努めていく。

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）
○子どもを虐待から守るため、児童相談所等の関係機関と連携して対応していく

ことを要望する。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 中村 益則 議員

発言事項 ２ 教育行政について

発言の要旨
(2) 防災教育について 

 ア 防災部について 

質問内容 当市における防災部の設置についての考えを伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○当市における防災のリーダーを育成する取組といたしましては、八戸地域少年

消防クラブ育成協議会が主催する少年消防クラブによる活動がある。 

○市内では、桔梗野小学校と第一中学校が少年消防クラブを結成している。 

○他にも、町内会や子ども会を中心に 10 団体が少年消防クラブを結成し、子ど

もたちを地域防災の担い手として育てることを目指し、活動している。 

○議員御指摘の「自分の町は自分で守る」という地域に根ざした人材を育成する

ことは、東日本大震災を経験した当市において、重要な課題であると考える。

○市教委としては、桔梗野小学校、第一中学校の活動の様子を市内小・中学校に

紹介し、児童生徒自らが将来、地域防災のリーダーを担っていくという意識の

醸成に努める。 

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）
〇防災ジュニアリーダーの育成を通して、地域を愛する心を育むとともに、消防

団等の関係機関との連携により、地域の人材育成を目指していただきたい。

- 13 -



資料（提出様式） 

質問者（議員名） 中村 益則 議員

発言事項 ２ 教育行政について

発言の要旨
(2) 防災教育について 

 イ 地域住民との連携について 

質問内容 防災教育における学校と地域住民との連携について伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○市内小・中学校では、地域学習で防災に係る内容も取り上げ、地域住民と連携

して、地域安全マップの作成や地域避難所の確認など、児童生徒の主体的な防

災学習に取り組んでいる。 

○また、連合町内会や地域の自主防災会が主催する地域防災訓練等に参加してい

る学校もある。 

○具体的な取組としては、大津波警報を想定した校外避難訓練や児童生徒の自宅

から避難場所までの避難訓練等を地域住民と一緒に行っている。 

○また、避難所開設を想定し、中学生ボランティアの資質向上のための実践活動

を取り入れ、学校と地域防災の協力・連携体制の確認をしている学校もある。

○市教委としては、災害発生時に地域住民とともに適切な避難行動ができるよ

う、各学校における防災教育の取組を引き続き支援していく。 

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）
〇今後も学校、家庭、地域社会と連携した防災訓練等の実施により、地域防災力

の向上を図っていただきたい。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 高橋 一馬 議員

発言事項 ３ 教育行政について

発言の要旨 (1) 是川石器時代遺跡世界遺産登録へ向けた機運醸成について 

質問内容
史跡是川石器時代遺跡の世界遺産登録に向けた市民へのＰＲの取り組みにつ

いて伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○当市ではこれまで、４道県 14 市町の共同推進体制による推薦書案作成事業や

国内フォーラム開催事業等を進めてきた。また、世界遺産登録に向けた講演

会やパネル展の開催をはじめ、八戸縄文保存協会が主催する「これかわ縄文

まつり」や「縄文遺跡群世界遺産候補地探訪」バスツアーを通じて、ＰＲに

努めてきた。 

○今年度は、市民による八戸縄文遊人会が発足し、当市との共催で世界遺産登録

推進をＰＲする「はちのへ縄文フェス」が開催され、他の自治体にはない新た

な取り組みとなった。 

○本年１月に国の文化審議会世界文化遺産部会において、「北海道・北東北の縄

文遺跡群」を国内候補とする本年度の答申を引き継ぐ方針が示され、最短で

2021 年の登録予定となった。登録には市民の理解と協力が欠かせないため、

さらなる機運醸成が必要と認識しており、次年度は縄文遺跡群に関する展覧会

の開催を予定している。また、今後迎える是川石器時代遺跡の発掘 100 周年や、

是川縄文館開館 10 周年の節目を市民へのＰＲの好機と捉え、本遺跡の価値を

再評価する展覧会や講演会の開催といった情報発信を推進し、さらなる機運醸

成に取り組む。 

担当課 是川縄文館

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）

○世界遺産登録の推進にあたり、さらなる機運醸成に向け、ラッピングバスやマ

スコットキャラクターの活用等によって一層のＰＲを進めるとともに、市民参

加型の取り組みも検討してほしい。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 高橋 一馬 議員

発言事項 ３ 教育行政について

発言の要旨 (2) 公共文化施設の休館日について

質問内容 月曜日の休館日の見直しについて、どのように考えているか

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長

答弁内容（概要）

○現在、博物館、是川縄文館などの教育委員会が所管する文化施設は、来館者が

多い土曜日・日曜日の翌日に資料の状態確認や館内の点検・整備をするために、

月曜日を休館日と定めている。 

○また、国立博物館をはじめとする全国の博物館施設の多くが月曜日を休館日として

おり、全国的に広く定着していることも、理由の一つである。 

○なお、利用者の要望もあり、平成 15 年度からは第１月曜日を開館日としているが、

来館者は低調な状況である。 

○今後は、来館者数の向上に向け、観光ニーズを注視しながら、休館日のあり方や展

示内容などの情報発信の方法について検討していく。 

担当課 博物館

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）

観光客の視点をもって、検討していただきたい。
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 高橋 一馬 議員

発言事項 ３ 教育行政について

発言の要旨
（３）部活動について 

 ア 小学校スポーツ活動、中学校運動部活動指針について

質問内容
小学校スポーツ活動、中学校運動部活動指針の内容及び今後の取組について伺い

たい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◯スポーツ庁策定の「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を受け、当

市の実態に即した指針を策定した。 

◯適切な休養日や活動時間の設定、発達の段階に応じた指導や安全管理等のあり

方について示した。 

◯小学校編では、教職員数の減少等の課題に対応し、子どもたちのニーズに応じた

指導の充実を図る体制づくりに向けて、「教員主体型」から「保護者主体型」へ移行

していくことを方向性として示した。 

◯中学校編では、生徒数や教職員数の推移を踏まえ、１つの部活動に複数の顧問を

配置する等、指導の充実と教職員の負担軽減を考慮した体制整備の必要性につい

て示した。 

◯今後は、市内小中学校に指針を配付するとともに、市ＨＰへ掲載し、小学校 3 年生

以上の保護者と、中学校全保護者へ指針概要版を配付する。 

◯また、資質向上を図るため、指導者研修会を開催するとともに、外部指導者の保険

料支援事業を継続する等、学校への支援を充実させていく。 

◯市教委としては、学校や関係機関等と連携を図り、望ましいスポーツ活動及び運動

部活動の推進が図られるよう取り組んでいく。

担当課 学校教育課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 高橋 一馬 議員

発言事項 ３ 教育行政について

発言の要旨
（3）部活動について 

 イ 指導者大会引率について

質問内容 引率要件緩和について教育長の所見を伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◯中学校体育連盟主催の大会に出場する場合は、県中学校体育大会の規定により、

教員が引率することが条件となっていたが、スピードスケート競技においては、平成

30 年度から正式に代理引率・代理監督が認められた。 

◯今年度、20 名の選手が全国大会に出場したが、その内、２名が代理引率・代理監

督によって出場することができた。 

◯現在、代理引率・代理監督が認められている競技は、スキーとスケートの２種目だ

が、教職員数が減少傾向にあることを踏まえると、他の種目についても検討していく

必要性があると認識している。 

◯市教委としては、市内中学校の部活動や部員数、合同チームの状況等の把握に努

めるとともに、引率要件の緩和に向けて、市中学校長会や市中学校体育連盟と連

携を図っていきたい。 

担当課 学校教育課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無

発言内容（概要）

- 18 -



資料（提出様式） 

質問者（議員名） 寺地 則行 議員 

発言事項 ３ 文化行政について 

発言の要旨 (1)  丹後平古墳群の活用について 

質問内容 丹後平古墳群についてどのように活用していくのか伺いたい。 

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長   

答弁内容（概要）

○古墳群は、昭和 61 年、八戸ニュータウン建設に伴う発掘調査で発見、平成

11 年に国史跡、平成 30年に出土品が国重要文化財に指定されている。 

○活用については、博物館において出土品を常設展示しているほか、重要文化

財指定を記念し、10 月に秋季特別展「丹後平古墳群と蝦夷の世界」、同じく

記念シンポジウム「改めて出自を探る！獅噛三累環頭大刀柄頭」を開催し、

多くの来場者を迎え、好評を得たところである。 

○史跡指定地の活用については、指定地の公有化が完了し、次年度以降、「史

跡丹後平古墳群保存活用計画検討会議」を設置して史跡の保存活用の方針を

定める「保存活用計画」の策定を行うことにしている。 

○「保存活用計画」では、史跡指定地の環境整備のほか、丹後平古墳群の特徴・

魅力を一層引き出し、楽しみながら学習できる史跡として、市民参加型のワー

クショップの開催や、VR など、デジタルコンテンツをはじめとする最新技術

の導入などを検討していく。 

担当課 社会教育課 

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無    

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長   

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無 

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 寺地 則行 議員 

発言事項 ３ 文化行政について 

発言の要旨 (２) 縄文遺跡との歴史のつながりとその研究について 

質問内容 
八戸市内における縄文時代から丹後平古墳群の時代に至る、時代間のつながり

に関する研究の必要性について伺いたい。 

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長   

答弁内容（概要）

○市内には、飛鳥時代から平安時代に造られた丹後平古墳群のほかにも、縄文時

代の是川遺跡をはじめとする遺跡が数多くある。 

○これまでの発掘調査の成果から、各時代における文化的特徴の解明は進みつつ

あるが、南部氏の八戸進出以前における時代間のつながりについては、いまだ

不明な部分が多くある。 

○これまで八戸のたどってきた歴史を解明するためにも、この分野の研究は重要

であり、研究成果は市民に還元する必要があると認識している。 

○次年度以降に策定を予定している「丹後平古墳群保存活用計画」にも、その視

点からの研究方針を盛り込んでいきたいと考えている。 

○しかしながら、縄文時代からの 1万数千年という長い期間の時代的なつながり

の解明には、この計画に拠らない別の観点、たとえば、気候変動や地理的観点

など、様々な観点からの検証や、専門機関との連携も必要となることから、今

後、その可能性等について研究していく。 

担当課 社会教育課 

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無    

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長   

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無 

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 寺地 則行 議員

発言事項 ３ 文化行政について 

発言の要旨 (３) 八戸市民のＤＮＡ鑑定についての所見について

質問内容 DNA鑑定による八戸市民のルーツの研究を行う考えがないか伺いたい。

答弁者  □ 市長  □ 教育長  ■ 部長  

答弁内容（概要）

○近年、日本人のルーツに関わる DNA 研究が行われた結果、日本人はアジア全体

を含めた広範囲に及ぶ多様な DNA 型を持っていると推定されている。 

○海から拓けた八戸市においては、特に江戸時代になると、漁業や海路による交

易を通じた他地方との人的交流があったといわれている。 

○市民の DNA 研究により、江戸時代以前も含めた交流が科学的に明らかになるな

ど、一定の研究成果が得られれば、八戸市の特徴を示す興味深いデータとなり

得ると考えている。 

○しかしながら、八戸市民の DNA 鑑定のためには、サンプルの採取方法や比較サ

ンプルの確保の問題、個人情報の問題など、多くの課題があると想定される。

○特に比較サンプルの確保については、ルーツ特定に欠かすことができないもの

であり、市内の過去の人骨や、日本各地からのサンプル採取を必要とするため、

膨大な時間と労力を要すると考えている。 

○そのため、市としては、専門機関等の先行調査の結果を注視していくが、現段

階では市民の DNA 鑑定の実施は難しいものと考えている。 

担当課 社会教育課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無   

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長  

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 苫米地 あつ子 議員

発言事項 ４ 教職員の働き方改善について

発言の要旨 （１） 業務内容の見直し及び削減について

質問内容 教職員の業務内容の見直し及び削減について伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◯当市では、望ましい職場環境の構築のために、平成 28 年度から校務支援システム

を本格運用するとともに、「教職員の長時間労働の縮減に関する指針」を策定し、業

務の改善を図っている。 

◯校務支援システムの運用により、名簿や成績の情報が自動的に通信票や指導要録

に反映されるようになり、転記等の重複作業が解消され、事務処理の負担軽減が図

られている。 

◯また、各学校においては、指針をもとに、会議の精選やペーパレス化、業務分担の

見直し等、学校の実情に応じた改善が進められている。 

◯各種調査等に係る業務については、市教育委員会としても改善の必要性を十分に

認識しているところである。 

◯業務削減策の一つとして、教職員に対するアンケートや体力テストの結果等の提出

について、校務支援システムを活用し、効率化を図っている。 

◯加えて今年度は、マイブック推進事業に係る保護者アンケートの回答、QR コードに

したところ、学校現場からは「調査用紙の配付・回収等の負担が軽減された」という

声が寄せられている。 

◯しかし、調査等は、教育活動の実態を把握し、各種事業の改善を図るために行われ

るものであり、国や県からの調査を含めると、調査数は教職員が実感出来るほどに

は減っていないのが現状である。 

◯市教委としては、各調査の必要性を精査するとともに、調査方法の簡素化や効率化

を図りながら業務の改善に向けて、引き続き取り組んでいく。

担当課 学校教育課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 苫米地 あつ子 議員

発言事項 ４ 教職員の働き方改善について

発言の要旨
（２）専門的な外部人材等の活用について 

 ア 部活動指導員について

質問内容
部活動指導員の制度が導入されたが、八戸市としてどのような方向性で取り組もうと

しているか伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◯平成 29 年４月に、学校教育法施行規則の一部が改正され、中学校・高等学校につ

いて単独で引率・指導ができる部活動指導員が制度化された。 

◯県教委では、平成 31年度、市町村の中学校に 25名、県立高等学校等に4名の部

活動指導員を配置する予定である。 

◯市教委では、県教委から示される要綱等を踏まえ、平成 32 年度からの導入を検討

している。 

◯これまで当市では、各学校において専門的な技術指導ができる外部指導者を活用

しており、平成 30年度の中学校外部指導者数は、131 名となっている。 

◯今後も、生徒のニーズに応じた部活動指導の充実と、教職員の負担軽減が図られ

るよう、外部指導者の活用を支援するとともに、学校や各競技団体と連携し、体制整

備や人材確保等の準備に取り組んでいく。

担当課 学校教育課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  □ 有   ■ 無

発言内容（概要）
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資料（提出様式） 

質問者（議員名） 苫米地 あつ子 議員

発言事項 ４ 教職員の働き方改善について

発言の要旨
(2) 専門的な外部人材等の活用について 

イ スクールカウンセラーの拡充について 

質問内容 当市におけるスクールカウンセラー活用事業の現状と今後について伺いたい。

答弁者  □ 市長  ■ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

○当市では、臨床心理士等の資格や、教育等の分野において専門的な知識・技術

を有する 14 名のスクールカウンセラーが、県教委から市内全中学校、並びに

小学校 20校に派遣されている。 

○スクールカウンセラーの主な活動内容は、児童生徒へのカウンセリングや保護

者への子育てに関する助言を行うことである。 

○また、教職員に対して、児童生徒への関わり方やカウンセリングの仕方等につ

いて助言するなど、教職員と連携・協働した相談活動も行っている。 

○県教委では、平成 31年度は、スクールカウンセラーを拡充し、中学校区に同

一スクールカウンセラーを配置することを原則として、市内全小・中学校に派

遣することが予定されている。 

○それにより、児童生徒への継続的な支援や中一ギャップへの予防的な関わりな

ども可能になると考えられる。 

○市教委としては、今後も県教委に対して、スクールカウンセラーの派遣日数や

相談時間の拡充を要望するとともに、スクールソーシャルワーカーとの連携も

含めた教育相談体制の一層の充実を図っていく。 

担当課 教育指導課

◎再質問 

再質問の有無  □ 有   ■ 無

質問内容（概要）

答弁者  □ 市長  □ 教育長  □ 部長

答弁内容（概要）

◎要望 

要望の有無  ■ 有   □ 無

発言内容（概要）

○スクールカウンセラーの相談体制について、子ども中心のカウンセリングだ

けではなく、教職員の悩み等に関するカウンセリングの充実も図っていただ

きたい。

○スクールカウンセラー等の専門的外部人材の活用が効果的であることから、

県教育委員会に対して、スクールカウンセラーの派遣日数や相談時間等の拡

充を要望するとともに、今後、市独自のスクールカウンセラーの配置につい

ても検討していただきたい。
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